
] （控除）自己収入等
保険料等収入 � 12¶852¶323¶086¶180

資産運用収益 � 295¶709¶586¶045

その他経常収益 � 16¶977¶850¶148� 13¶165¶010¶522¶373

業務費用合計 � 1¶750¶578¶774

Ó 引当外退職給付増加見積額 3¶464¶613

Ô 機会費用
政府出資等の機会費用 3¶920¶000

Õ 行政サービス実施コスト � 1¶743¶194¶161

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{ 現金及び預金 236¶481¶824 236¶481¶824 `

| 有価証券
満期保有目的
の債券

299¶958¶510 299¶970¶000 11¶490

} 貸付金 11¶978¶837¶464¶448 12¶998¶882¶171¶716 1¶020¶044¶707¶268

~ 長期借入金 (11¶978¶837¶464¶448) (12¶998¶882¶171¶716) (1¶020¶044¶707¶268)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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Ｉ．重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15年
その他の有形固定資産 ４～20年

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、期末における要支給額の全額を計上しております。
なお、出向職員に係る退職給付については、出向元において退職金が支給されるため計上して
おりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額については、国から
の出向役職員に係る自己都合による期末退職手当所要額と期首退職手当所要額の差額を計上して
おります。
３．引当金の計上基準
\ 賞与引当金及び役員賞与引当金
役職員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

] 時効保険金等払戻引当金
時効処理を行った保険金等について契約者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、
過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引き当てております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しております。

６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

７．支払備金の計上根拠及び計上基準
独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成17年法律第101号）第24条の規定に基

づき、支払義務が発生した保険金等のうち、まだ支出していない金額を計上しております。
ただし、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年総務省令第98

号）第28条第２項の規定に基づき、再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支払備金は、積
み立てておりません。

Ó．貸借対照表関係
１．金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
旧日本郵政公社から承継した貸付金については、法令等に基づく契約により、貸付金に係る
業務委託先である株式会社かんぽ生命保険との間で同額・同一取引条件の借入金が計上されて
いることから、当法人はこれらの金融商品に係る金利変動等のリスクを実質的には負っており
ません。
また、自己資金に係る資産運用については短期的な預金並びに安全性の高い国債、地方債及
び政府保証債に限定しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法
{ 現金及び預金
現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

| 有価証券
債券については、日本証券業協会が公表する店頭売買参考統計値によっております。

} 貸付金
貸付金のうち、保険契約者貸付については、当該貸付けを解約還付金の範囲内に限るなど
の特性、平均貸付期間が短期であること及び金利条件から、時価は帳簿価額と近似している
ものと想定されるため、当該帳簿価額によっております。
また、貸付金のうち、公庫公団等貸付及び地方公共団体貸付については、将来キャッシュ・
フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。

~ 長期借入金
株式会社かんぽ生命保険からの借入れであり、対応する貸付金と同一取引条件であること
から、貸付金の時価と同額としております。
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